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「品質・保安会議に係る事項の変更」 

に係る補足説明資料 

 

 

本資料は、【保）全社共通 01】の改訂版（R7）である。 

 

【保）全社共通 01 R6】から改訂版(R7)への改訂内容を以下に示す。 

〇「品質・保安会議議長の変更」の妥当性に関連する情報を追記。（本文 P2） 

 

※【保）全社共通 01 R6】から改訂版(R7)で変更した部分を青字にて示す。 
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１．概要 

本資料は、再処理事業所再処理施設保安規定、再処理事業所廃棄物管理施設保安規定、

濃縮・埋設事業所加工施設保安規定、濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設保安規定及び再

処理事業所 MOX 燃料加工施設保安規定（以下「保安規定」という。）のうち「品質・保

安会議に係る事項の変更」の理由及び妥当性、施設間の整合性並びに社内手続きについ

て説明するものである。 

 

２．「品質・保安会議に係る事項の変更」の理由及び妥当性に係る説明 

（１） 品質・保安会議議長の変更 

  a. 経緯 

・品質・保安会議は、品質マネジメントシステムに係る活動等に関し、全社的な観

点から審議することを目的に設置している。 

・1997 年に品質・保安会議の前身である保安・防災会議を設置した際、組織を横

断的に見る組織が設置されていなかったことから、副社長（安全担当）を議長と

した。 

・2016 年に全社の品質マネジメントシステムに係る活動を推進する組織として、

安全・品質本部を設置した。その際に安全・品質本部長の職務として、「社長が

行う品質マネジメントシステムに係る業務の補佐」を明記した。 

・2020 年度の新検査制度の導入時には、CAP システムや安全実績指標（PI)の統括

活動等を通じて、全社の安全と品質に係る情報を収集し取りまとめ、安全・品質

本部が全社を牽引してきた。 

・2021 年度からは、組織的な対応の強化として、労働安全に係る全社統括機能を

事務部門から安全・品質本部に移管する等、全社の安全機能の集約を進めてきて

おり、品質・保安会議の議長（以下「議長」という。）についても、安全・品質

本部長が担うことができる状況にある。 

 

  b. 変更の理由 

今般、組織的な対応の強化のため、これまで進めてきた安全と品質に係る全社機

能を安全・品質本部に集約する一環として、副社長（安全担当）が議長として担っ

ていた役割を安全・品質本部長に移す役員の業務分担の見直しを実施し、保安規定

を変更する。 

    

c. 変更の内容 

  品質・保安会議の議長を副社長（安全担当）から、安全・品質本部長に変更する。 

 

d. 変更の妥当性 

保安に関する組織の責任と権限は、職位で定められているが、現状、議長は副社

長という役位で定めている。今回の変更により、議長となる安全・品質本部長は、

その職位として「社長が行う品質マネジメントシステムに係る業務の補佐」を実施

し、全社を横断的にみることで、リーダーシップを発揮できる。 
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また、従前どおり、開催の都度、議長が品質・保安会議の審議結果を社長へ報告

し、社長から必要な指示を受けることに変更はない。 

以上より、これまでと同様の会議運営が実施されるため、本変更は妥当である。 

なお、議長は、品質・保安会議の運営状況について社長から評価を受けるため、

安全・品質本部長は、その活動に応じ、適切に評価され、処遇を受けることになる。

現職の安全・品質本部長は、品質・保安会議の委員としての活動を含む保安活動の

評価の結果として、2022 年６月 30 日に執行役員から常務執行役員に昇任すること

が内定している。 

 

（２）役員等への安全に係る教育の実施責任者の明確化 

 a. 経緯 

・1999 年の他社ウラン加工施設における臨界事故を受けて、保安規定審査基準が

改訂（※）され、その要求に基づき役員等への安全に係る教育（以下「役員教

育」という。）を導入した。 

・保安規定審査基準における役員教育の趣旨は、「役員への教育とは、（中略）安

全文化の啓蒙活動や役員自身の安全に係る自己啓発的なものでも良い。」とさ

れており、品質マネジメントシステムに基づく教育の一環ではあるが、保安教

育とは要求が異なることから、個別に実施してきた。 

・役員教育を保安規定へ反映した当初、全社として安全文化の活動を推進する組

織がなかったことから、品質・保安会議に役割を持たせることとし、保安規定

にて、「品質・保安会議が役員等への安全に係る教育の実施計画を定め、教育を

実施させること」を定めた。 

・社内規定において、安全・品質本部長が役員教育の実施を担うことを定めてお

り、品質・保安会議へ実施計画の付議、実施結果の報告を行ってきた。 

・安全・品質本部は、全社の安全・品質を統括するための機能を有しており、安

全・品質本部長が全社の安全文化活動を推進する役割を担っていることから、

役員教育をその職務として明記することで、実施責任者を明確にできる状況に

ある。 

 

※【平成 12 年 保安規定審査基準（改訂 2 版）】（抜粋） 

役員への教育とは、従業員から役員に直接安全教育を行うというものでも良い

が、安全文化の啓蒙活動や役員自身の安全に係る自己啓発的なものでも良い。な

お、原子力安全委員会のウラン加工工場臨界事故調査委員会報告書によれば、

事業者に対して経営者への教育・訓練が求められている。 

 

b. 変更の理由 

組織的な対応の強化のため、これまで進めてきた安全と品質に係る全社機能を

安全・品質本部に集約する一環として、役員教育の実施責任者を品質・保安会議

から安全・品質本部長に変更し、明確にする。 
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c. 変更の内容 

品質・保安会議の役員教育の実施に関する事項を安全・品質本部長の職務の条

項として規定する。 

 

  （補足）安全・品質本部長の職務の記載 

安全・品質本部長は、「社長が行う品質マネジメントシステムに係る業務の補

佐」を実施するため、役員教育の実施もこの中の整理で成り立つが、役員教育

の重要性（他社ウラン加工施設の臨界事故を受けて、保安規定に明記して活動

を継続してきたこと）を考慮し、役員教育が確実に実施されるように、個別に

明記する。 

 

d. 変更の妥当性 

役員教育に関する実施責任者の変更により、実施計画書及び実施結果報告書の

承認者等を変更するが、以下の観点から、従前と同等の教育を実施することができ

るため、本変更は妥当である。 

・役員教育の実施に際して策定する実施計画書等を、従前どおり、品質・保安会議

に付議し、必要な議論が行われること。なお、役員教育の実施に係る運用は、社

内規定（添付１ 表２ 保安規定変更後の社内規定の内容（改正１） 2022 年

５月 20 日現在（未施行））にて明記している 

・安全・品質本部長は、この変更によって実施責任者となるが、従前から品質・保

安会議の下で、役員教育を実施してきていること。 

 

  （補足）社内規定に定める役員教育の内容 

社内規定において、役員教育に係る「役員等への安全に係る教育実施計画書」

（以下「実施計画書」という。）及び「役員等への安全に係る教育実施結果報告書」

（以下「実施結果報告書」という。）の承認者及び審査者を変更するが、品質・保

安会議で審議/報告する運用に変更はない。また審査者の役割等も変わりはない。

保安規定の変更前後の社内規定の変更点を下表に整理する。 

 

 変更前 変更後 

作成者 安全・品質本部品質保証部長 安全・品質本部品質保証部長 

審議/報告 品質・保安会議 品質・保安会議 

審査者 安全・品質本部長 安全・品質本部副本部長 

承認者 品質・保安会議議長 安全・品質本部長 

 

① 保安規定変更前 

保安規定変更前の社内規定の内容を添付１（表１ 保安規定変更前の社内

規定の内容）に示す。作成、品質・保安会議への付議・報告及び承認に係る

運用は、「品質・保安会議運営要則」の本文に記載しており、審査は記録（様
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式 2、3）で明確にしている。ここで「審査」とは、記録の承認にあたって「必

要な事項が漏れなく記載されていること」を確認する行為を言い、品質・保

安会議の議論の結果が実施計画書及び実施結果報告書へ反映されているか

の確認等を行う。 

社内規定の運用は、以下のとおり。 

・品質・保安会議の運営を職務とする安全・品質本部長のもと、品質保証

部長が実施計画書を策定し、品質・保安会議への審議を経て、安全・品

質本部長の審査を受け、品質・保安会議議長の承認を得る。 

・品質・保安会議の運営を職務とする安全・品質本部長のもと、品質保証

部長が実施結果報告書を策定し、品質・保安会議への報告を経て、安全・

品質本部長の審査を受け、品質・保安会議議長の承認を得る。 

 

② 保安規定変更後 

保安規定変更後の社内規定の内容を添付１（表２ 保安規定変更後の社内

規定の内容（改正１） 2022 年 5 月 20 日現在（未施行））に示す。保安規定

の安全・品質本部長の職務に役員教育の実施を規定したことから、「品質・保

安会議規程」の個別の審議事項及び報告事項から削除し、「品質・保安会議運

営要則」の内容を「安全・品質本部教育訓練要領」にて定めている。 

 

３．「品質・保安会議に係る事項の変更」の施設間整合性に係る説明 

当社各施設保安規定について、「品質・保安会議に係る事項の変更」の施設間整合性を

添付２に示す。各施設の保安規定は統一された記載となっており、整合が図られている。  

 

４．「品質・保安会議に係る事項の変更」の今後の保安規定への反映に係る説明 

（１）品質・保安会議の委員の明確化 

安全・品質本部長を議長に変更することに伴い、安全・品質本部長が担っていた

委員としての役割は、職務権限として安全・品質本部長を補佐する立場である安全・

品質本部副本部長（以下「副本部長」という。）が担うこととする。保安規定では、

「社長が選任した委員」として別途選任することとし、社内規定にて副本部長が委

員であることを明確にすることとしていた。 

また、会議の成立条件及び持ち回り審議の規定について、副本部長は、委員とし

て明記せず、社内規定で委員であることを明記することとしていた。 

しかしながら、保安規定上、副本部長が品質・保安会議の委員であることが不明

確であるため、以下の考え方で保安規定へ反映する。なお、社内規定も同様に副本

部長が委員であることを施行までに反映する。 

     

【今後の保安規定への反映の考え方】 

① 副本部長が品質・保安会議の委員であることを明確にする。 

② 副本部長が会議の成立条件に必要な委員であることを明確にする。 

③ 副本部長が持ち回り審議に必要な委員であることを明確にする。 
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④ 副本部長の職務を規定する。これに伴い、「品質マネジメントシステム計画」

で引用している号番号の変更を行う。 

⑤ 副本部長の職位を「別図 保安に関する組織」に反映する。反映にあたって

は、各施設の事業指定（許可）申請書 添付書類（技術的能力）の組織図に合

わせて適正化を図る。 

⑥ ④⑤の変更が「社長の指定する日」に適用する範囲に入るように附則で明確

にする。なお、①～③の変更については、現状の附則の記載「（品質・保安会

議の審議事項、構成等）」に網羅される。 

 

今後の保安規定への反映内容及び反映箇所（予定）を、以下の整理表に示す。 
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記載案 反映箇所 

① 品質・保安会議は、安全・品質本部

長を議長とし、安全・品質本部副本部

長、事業部長、燃料製造建設所長、核

燃料取扱主任者のほか、社長が選任

した委員をもって構成する。 

 

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

濃）第 11 条 第２項、 埋）第 11 条 第２

項 

再）第 20 条 第２項、 廃）第９条  第２

項 

燃）第 10 条 第２項 

② 会議は、安全・品質本部副本部

長、事業部長、燃料製造建設所長、

核燃料取扱主任者を含む過半数の委

員の出席をもって成立とする。 

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

濃）第 11 条 第３項１号 

埋）第 11 条 第３項１号 

再）第 20 条 第３項１号 

廃）第９条  第３項１号 

燃）第 10 条 第３項１号 

③ 会議の審議事項であって緊急に処

理する必要があり、かつ、会議の開

催が困難な場合は、安全・品質本部

副本部長、事業部長、燃料製造建設

所長、核燃料取扱主任者を含む過半

数の委員の持ち回りにより会議の審

議に替えることができる。 

 

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

濃）第 11 条 第３項３号 

埋）第 11 条 第３項３号 

再）第 20 条 第３項３号 

廃）第９条  第３項３号 

燃）第 10 条 第３項３号 

④  安全・品質本部副本部長は、前号

に定める安全・品質本部長の所管す

る業務を補佐する。 

（職務） 

濃）第８条  第２項６号 

埋）第８条  第２項６号 

再）第 17 条 第２項６号 

廃）第５条  第２項６号 

燃）第７条  第２項６号 

濃）の例 

社長は、第８条第２項第２号、第

３号、第５号及び第７号に示す職位

の者を、品質マネジメントシステム

を管理する責任者（以下「管理責任

者」という。）に任命し、次に掲げ

る業務に係る責任及び権限を与え

る。 

 

（品質マネジメントシステム計画） 

濃）第６条 5.5.2 

埋）第６条 5.5.2 

再）第５条 5.5.2 

廃）第３条の４ 5.5.2 

燃）第５条 5.5.2 

⑤ 燃）の例 

下図参照 

濃）埋）再）廃）別図１保安に関する組織 

燃）別図１組織図 
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記載案 反映箇所 

⑥ 濃）の例 

２．本規定施行の際、第６条（品質

マネジメントシステム計画）5.5.2

（品質マネジメントシステム管理責

任者）、第８条（職務）第２項第５

号の安全・品質本部長に係る規定、

同条同項第６号の安全・品質本部副

本部長に係る規定、第 11 条（品

質・保安会議の審議事項、構成等）

及び別図 1（保安に関する組織（第

７条関係））のうち安全・品質本部

副本部長に係る規定については、品

質・保安会議に係る事項の変更が可

能となった日以降、社長が指定する

日より適用し、それまでの間は従前

の例による。 

濃）附則 第２項 

埋）附則 第２項 

再）附則 第２項 

 

【略称】濃）濃縮・埋設事業所加工施設保安規定 

埋）濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設保安規定 

再）再処理事業所再処理施設保安規定 

廃）再処理事業所廃棄物管理施設保安規定 

燃）再処理事業所 MOX 燃料加工施設保安規定 

 

別図１ 保安に関する組織（MOX 燃料加工施設の例） 
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（２）役員教育の実施計画を扱う審議事項の追加 

今回の保安規定の変更において、安全・品質本部長の職務として役員教育の実施

を定め、社内規定で品質・保安会議に実施計画を付議する運用を定めることとし、

品質・保安会議の審議事項としては、「社長が必要と認める保安に関する品質マネジ

メントシステムに係る事項」に整理していた。 

しかしながら、役員教育は、保安規定において安全・品質本部長の職務として定

め、要求事項として明記したこと、また、現行の保安規定において、第 20 条（品質・

保安会議の審議事項、構成等）第６項（再処理施設の例）に役員教育の実施計画を

定めることとしていることから、保安規定の品質・保安会議の審議事項に役員教育

の実施計画を追加する。品質・保安会議の審議事項の記載は、補足の通り整理され

ることから、整合するものである。 

また、社内規定について、添付１（表３ 保安規定変更後の社内規定の内容（改

正２）（案））のとおり、役員教育の実施計画を審議事項に追加する改正を施行まで

に実施する。 

今後の保安規定への反映内容及び反映箇所（予定）を、以下の整理表に示す。 

 

記載案 反映箇所 

再）の例 

第 17 条に基づく再処理の事業に係る

役員等への安全に係る教育の実施計画 

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

濃）第 11 条 第１項４号 

埋）第 11 条 第１項４号 

再）第 20 条 第１項４号 

廃）第９条  第１項４号 

燃）第 10 条 第１項４号 

【略称】濃）濃縮・埋設事業所加工施設保安規定 

埋）濃縮・埋設事業所廃棄物埋設施設保安規定 

再）再処理事業所再処理施設保安規定 

廃）再処理事業所廃棄物管理施設保安規定 

燃）再処理事業所 MOX 燃料加工施設保安規定 

 

（補足）品質・保安会議及び安全委員会の審議事項の記載 

品質・保安会議は、保安に関する基本方針を全社的観点から審議する会議であ

り、その観点から、保安規定の内容に関係する許認可事項（事業変更許可申請、

及び保安規定の変更申請）及び保安規定の各条にて定められる事項を審議事項と

して定めている。 

また、各施設の安全委員会は、保安上の妥当性について、当該施設に係る保安

に関する業務全体の観点より、保安規定の内容に関係する許認可事項（事業変更

許可申請、設工認申請及び保安規定の変更申請）及び保安規定の各条にて定める

個別計画等を審議事項として記載している。 

現状の保安規定の整理（再処理施設の例）は下表のとおり。 

役員教育は、安全・品質本部長の職務としての要求事項であるため、品質・保
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安会議の審議事項「保安規定の各条文で定める事項」として、「第 17 条に基づく

再処理の事業に係る役員等への安全に係る教育の実施計画」（記載案）を追加する。

記載順序について、第３号が第５条、第４号が第 79 条の要求に基づくことから、

第 17 条の要求に基づく役員教育は第４号として整理し、以降の番号を繰り下げ

る反映を行う。 

 

会議体 保安規定にて定める審議内容（再処理施設の例） 

品質・保安会議 

「保安に係る基

本方針を全社的

観点から審議す

る」 

保安規定の内容に関係する許認可事項 

(1) 再処理施設の事業変更許可申請を伴う変更 

(2) この規定の変更 

社長が必要と認める事項（社内規定にて項目を明確化） 

(3) 社長が必要と認める品質マネジメントシステムに係る事項 

（関係法令及び保安規定の遵守の意識の向上に関する事項を含む。） 

保安規定の各条で定める事項 

(4) 第 79 条に基づく再処理施設の経年劣化に関する技術的な評

価の結果及びこれに基づく長期施設管理方針 

(5) 第 124 条に基づく定期的な評価の結果 

安全委員会 

「保安上の妥当

性を当該施設に

係る保安に関す

る業務全体の観

点から審議する」 

保安規定の内容に関係する許認可事項 

(1）再処理施設の事業許可申請に関する事項 

(2) 再処理施設の設計及び工事の計画の認可申請に関する事項 

(3) この規定の変更 

当該施設の保安規定の各条で定める事項 

(4) 保安規定に基づく以下の計画 

① 試験操作計画 

② 再処理施設の使用計画 

③ 交流電源供給機能等喪失時における再処理施設の保全のた

めの活動を行う体制に関する計画 

④ 火災発生時における再処理施設の保全のための活動を行う

体制の整備に関する計画（火災防護計画） 

⑤ 溢水発生時、化学薬品漏えい発生時、火山影響等発生時及び

その他自然災害発生時における再処理施設の保全のための活

動を行う体制の整備に関する計画 

⑥ 火山活動のモニタリング等の体制の整備に関する計画 

⑦ 第５条 7.3 適用の対象と判断した工事に係る作業実施計画 

⑧ 再処理施設の経年劣化に関する技術的な評価の実施計画 

⑨ 保安教育の実施計画 

⑩ 再処理施設の定期的な評価の実施計画 

(5) 第５条の品質マネジメントシステム計画の表１及び表２に掲

げる文書のうち事業部長が定める規定 
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会議体 保安規定にて定める審議内容（再処理施設の例） 

(6) 第 79 条に基づく再処理施設の経年劣化に関する技術的な評

価の結果及びこれに基づく長期施設管理方針 

(7) 第 124 条第１項に基づく定期的な評価の結果 

当該施設の保安に関し、事業部長が必要とする事項 

（社内規定にて項目を明確化） 

(8) 保安に関する品質マネジメントシステムに係る事項 

(9) その他事業部長又は技術本部長が必要と認める事項 

 

なお、品質・保安会議の審議事項「社長が必要と認める品質マネジメントシステム

に係る事項」と同様に、安全委員会の審議事項「保安に関する品質マネジメントシス

テムに係る事項」も保安規定の（品質マネジメントシステム計画）として要求される

事項に基づくものであるが、審議事項の記載順序が施設間で整合が取れていないため、

記載順序の考え方を整理した上で、今後行う各施設の保安規定変更認可申請の中で対

応していく。 

 

以 上 

 



（添付１）「役員等への安全に係る教育」に関する社内規定の改正について 
 保安規定の変更に伴う、「役員等への安全に係る教育」に関する社内規定の改正内容を以下の表１～３に示す。 

表１ 保安規定変更前の社内規定の内容 
品質・保安会議規程（規程第 60号-30） 品質・保安会議運営要則（要則安品本部第６号-37） 安全・品質本部教育訓練要領（要領安品本部第６号-30） 

（審議事項） 
第８条 本会議は、次の各号に定める事項について、基本方針を全社的観点から審議する。ま

た、必要に応じて具体的事項も審議することができる。 
【保安規定に基づく審議事項（保安規定の認可を受ける前の施設に関しても適用する。）】 

(1) 施設の事業変更許可申請を伴う変更に関する事項 
(2) 保安規定の変更に関する事項 
(3) 施設の定期的な評価に関する事項 
(4) 加工施設、再処理施設および廃棄物管理施設の経年変化に関する技術的な評価の結

果および長期施設管理方針に係る事項 
(5) 役員等への安全に係る教育を実施する計画（教育内容、実施時期等）に関する事項 
(6) 以下に示す、社長が必要と認める品質マネジメントシステムに関する事項 
 a.~i.（略） 

j. 安全文化の育成および維持に関する事項 
k. その他保安活動に関する重要事項 

（役員等への安全に係る教育） 

第 12条 役員ならびに本部および事業部の長に対する安全に係る教育（以

下、「本教育」という）は、安全・品質本部 品質保証部長が主催する。 

２ 安全・品質本部 品質保証部長は、実施前に教育内容、実施予定

時期および受講対象者を記載した実施計画書（様式２）を作成

し、本会議に付議して、議長の承認を受ける。 

３ 本教育は、執行役員を受講対象者とし、原則として年１回以上実

施する。 

４ 本教育を受講できなかった執行役員が、本教育のビデオもしくは

資料による伝達教育を受けた場合は、本教育を受講したものと

みなす。 

５ 安全・品質本部 品質保証部長は、本教育の実施結果報告書（様

式３）を作成し、本会議に報告し、議長の承認を受ける。 

 

 

（該当なし） 

（報告事項） 
第９条 本会議の報告事項は、以下のとおりとする。 

(1) 本会議結果に対する社長からの指示事項および処置結果に関する事項 
(2) 本会議における議長からの指示事項に対する処置結果に関する事項 
(3) 役員等への安全に係る教育の実施結果に関する事項 

 

（該当なし） 
 

 

 

（該当なし） 
 

 

（該当なし） 
 

 

 

（該当なし） 
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表２ 保安規定変更後の社内規定の内容（改正１） 2022 年５月 20 日現在（未施行） 
品質・保安会議規程（規程第 60号-31） 品質・保安会議運営要則（要則安品本部第６号-38） 安全・品質本部教育訓練要領（要領安品本部第６号-32） 

（審議事項） 
第８条 本会議は、次の各号に定める事項について、基本方針を全社的観点から審議する。ま

た、必要に応じて具体的事項も審議することができる。 
【保安規定に基づく審議事項（保安規定の認可を受ける前の施設に関しても適用する。）】 

(1) 施設の事業変更許可申請を伴う変更に関する事項 
(2) 保安規定の変更に関する事項 
(3) 施設の定期的な評価に関する事項 
(4) 加工施設、再処理施設および廃棄物管理施設の経年変化に関する技術的な評価の結

果および長期施設管理方針に係る事項 
             （削除）                 
         
(5) 以下に示す、社長が必要と認める品質マネジメントシステムに関する事項 
 a.~i.（略） 

j. 安全文化の育成および維持に関する事項 
k. その他保安活動に関する重要事項 

 

（削除） 

１１．役員等への安全に係る教育 

本部長は、役員等への安全に係る教育（以下「本教育」という。）

を品質保証部長に実施させる。 

（１）品質保証部長は、実施前に教育内容、実施予定時期および受講対

象者を記載した実施計画書（様式７）を作成し、品質・保安会議に

付議する。安全・品質本部長は、品質・保安会議の結果を踏まえ、

実施計画書を承認し、受講対象者へ通知する。 

本教育は、原則として年１回以上実施する。 

教育実施期間に本教育を受講できなかった役員等に対しては、展

開教育を実施する。 

（２）品質保証部長は、本教育の実施結果報告書（様式８）を作成し、

品質・保安会議に報告する。安全・品質本部長は、実施結果報告書

を承認し、受講対象者へ通知する。 

 

（報告事項） 
第９条 本会議の報告事項は、以下のとおりとする。 

(1) 本会議結果に対する社長からの指示事項および処置結果に関する事項 
(2) 本会議における議長からの指示事項に対する処置結果に関する事項 
             （削除）        

 

（該当なし） 
 

 

（削除） 

 

 

（該当なし） 
 

 

（削除） 

 

12 



表３ 保安規定変更後の社内規定の内容（改正２）（案） 
品質・保安会議規程（規程第 60号-32） 品質・保安会議運営要則（要則安品本部第６号-38） 安全・品質本部教育訓練要領（要領安品本部第６号-32） 

（審議事項） 
第８条 本会議は、次の各号に定める事項について、基本方針を全社的観点から審議する。ま

た、必要に応じて具体的事項も審議することができる。 
【保安規定に基づく審議事項（保安規定の認可を受ける前の施設に関しても適用する。）】 

(1) 施設の事業変更許可申請を伴う変更に関する事項 
(2) 保安規定の変更に関する事項 
(3) 以下に示す、社長が必要と認める品質マネジメントシステムに関する事項 
 a.~i.（略） 

j. 安全文化の育成および維持に関する事項 
k. その他保安活動に関する重要事項 

(4) 役員等への安全に係る教育を実施する計画（教育内容、実施時期等）に関する事項 
(5) 加工施設、再処理施設および廃棄物管理施設の経年変化に関する技術的な評価の結

果および長期施設管理方針に係る事項 
(6) 施設の定期的な評価に関する事項 

 

（削除） 

１１．役員等への安全に係る教育 

本部長は、役員等への安全に係る教育（以下「本教育」という。）

を品質保証部長に実施させる。 

（１）品質保証部長は、実施前に教育内容、実施予定時期および受講対

象者を記載した実施計画書（様式７）を作成し、品質・保安会議に

付議する。安全・品質本部長は、品質・保安会議の結果を踏まえ、

実施計画書を承認し、受講対象者へ通知する。 

本教育は、原則として年１回以上実施する。 

教育実施期間に本教育を受講できなかった役員等に対しては、展

開教育を実施する。 

（２）品質保証部長は、本教育の実施結果報告書（様式８）を作成し、

品質・保安会議に報告する。安全・品質本部長は、実施結果報告書

を承認し、受講対象者へ通知する。 

 

（報告事項） 
第９条 本会議の報告事項は、以下のとおりとする。 

(1) 本会議結果に対する社長からの指示事項および処置結果に関する事項 
(2) 本会議における議長からの指示事項に対する処置結果に関する事項 
(3) 役員等への安全に係る教育の実施結果に関する事項 

 

（該当なし） 
 

 

（削除） 

 

 

（該当なし） 
 

 

（削除） 

 

赤字下線：改正１の変更箇所   
青字下線：改正２の変更箇所   
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（添付２）各施設保安規定の変更箇所比較表 
 

各施設の保安規定に記載される「品質・保安会議に係る事項の変更」の内容に係る施設間の整合性を以下の表に示す。 

 

再処理施設 廃棄物管理施設 加工施設（濃縮） 廃棄物埋設施設 MOX燃料加工施設 

目次 

（第１章～11章及び附則 略） 

 

別 図 

別図１ 保安に関する組織（第16条関

係） 

目次 

（第１章～10章及び附則 略） 

 

別 図 

別図１ 保安に関する組織（第４条関係） 

目次 

（第１章～12章及び附則 略） 

 

別 図 

別図１ 保安に関する組織（第７条関係） 

目次 

（第1章～13章及び附則 略） 

 

別 図 

別図1 保安に関する組織（第７条関係） 

 

目次 

（第１章～12章及び附則 略） 

 

別 図 

別図１ 保安に関する組織（第６条関係） 

 

第１章の２ 品質マネジメントシステム 第１章の２ 品質マネジメントシステム 第２章 品質マネジメントシステム 第２章 品質マネジメントシステム 第２章 品質マネジメントシステム 

（品質マネジメントシステム計画） 

第５条 保安活動を実施するに当たり、以下のと

おり品質マネジメントシステム計画を定める。 

 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

 

5.5.1（略） 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、第17条第２項第２号、第３号、第５号

及び第７号に示す職位の者を、品質マネジメン

トシステムを管理する責任者（以下「管理責任

者」という。）に任命し、次に掲げる業務に係

る責任及び権限を与える。 

a.プロセスが確立され、実施されるとともに、

その実効性が維持されているようにすること。 

 

b.品質マネジメントシステムの運用状況及びそ

の改善の必要性について、社長に報告するこ

と。 

c.健全な安全文化を育成し、及び維持すること

により、原子力の安全の確保についての認識が

向上するようにすること。 

d.関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3～5.5.4（略） 

（品質マネジメントシステム計画） 

第３条の４ 保安活動を実施するに当たり、以下

のとおり品質マネジメントシステム計画を定め

る。 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

 

5.5.1（略） 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、第５条第２項第２号、第３号、第５号

及び第７号に示す職位の者を、品質マネジメン

トシステムを管理する責任者（以下「管理責任

者」という。）に任命し、次に掲げる業務に係

る責任及び権限を与える。 

a.プロセスが確立され、実施されるとともに、

その実効性が維持されているようにすること。 

 

b.品質マネジメントシステムの運用状況及びそ

の改善の必要性について、社長に報告するこ

と。 

c.健全な安全文化を育成し、及び維持すること

により、原子力の安全の確保についての認識が

向上するようにすること。 

d.関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3～5.5.4（略） 

（品質マネジメントシステム計画） 

第６条 保安活動を実施するに当たり、以下のとお

り品質マネジメントシステム計画を定める。 

 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

 

5.5.1（略） 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

社長は、第８条第２項第２号、第３号、第５号及

び第７号に示す職位の者を、品質マネジメントシ

ステムを管理する責任者（以下「管理責任者」と

いう。）に任命し、次に掲げる業務に係る責任及

び権限を与える。 

a. プロセスが確立され、実施されるとともに、

その実効性が維持されているようにすること。 

 

b. 品質マネジメントシステムの運用状況及びそ

の改善の必要性について、社長に報告すること。 

 

c. 健全な安全文化を育成し、及び維持すること

により、原子力の安全の確保についての認識が向

上するようにすること。 

d. 関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3～5.5.4（略） 

（品質マネジメントシステム計画） 

第６条 保安活動を実施するに当たり、以下の

とおり品質マネジメントシステム計画を定め

る。 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

 

5.5.1（略） 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者  

社長は、第8条第2項第2号、第3号、第5号及び

第７号に示す職位の者を、品質マネジメント

システムを管理する責任者（以下「管理責任

者」という。）に任命し、次に掲げる業務に

係る責任及び権限を与える。  

a. プロセスが確立され、実施されるととも

に、その実効性が維持されているようにする

こと。  

b. 品質マネジメントシステムの運用状況及び

その改善の必要性について、社長に報告する

こと。  

c. 健全な安全文化を育成し、及び維持するこ

とにより、原子力の安全の確保についての認

識が向上するようにすること。  

d. 関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3～5.5.4（略） 

（品質マネジメントシステム計画） 

第５条 保安活動を実施するに当たり、以下のと

おり品質マネジメントシステム計画を定める。 

 

5.5 責任、権限及びコミュニケーション 

 

5.5.1（略） 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者  

社長は、第７条第２項(2)、(3)、(5)及び(7)に

示す職位の者を、品質マネジメントシステムを

管理する責任者（以下「管理責任者」とい

う。）に任命し、次に掲げる業務に係る責任及

び権限を与える。  

a.プロセスが確立され、実施されるとともに、そ

の実効性が維持されているようにすること。 

 

b.品質マネジメントシステムの運用状況及びそ

の改善の必要性について、社長に報告するこ

と。  

c.健全な安全文化を育成し、及び維持すること

により、原子力の安全の確保についての認識が

向上するようにすること。  

d.関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3～5.5.4（略） 

第２章 保安管理体制 第２章 保安管理体制 第３章 保安管理体制 第３章 保安管理体制 第３章 保安管理体制 

（職 務） 

第 17 条 各職位は、この規定に基づき定める保

安に関する文書に基づき、保安に関する職務を

遂行する。 

２ 前条に定める職位の職務は次のとおりとす

る。 

 

（1）～（4）（略） 

 

 (5) 安全・品質本部長は、社長が行う品質マネ

（職 務） 

第５条 各職位は、この規定に基づき定める保安

に関する文書に基づき、保安に関する職務を遂

行する。 

２ 前条に定める職位の職務は次のとおりとす

る。 

 

（1）～（4）（略） 

 

(5) 安全・品質本部長は、社長が行う品質マネ

（職務） 

第８条 各職位は、この規定に基づき定める保安に

関する文書に基づき、保安に関する職務を遂行す

る。 

２ 前条に定める職位の職務は次のとおりとする。 

 

 

(1) ～(4)（略） 

 

(5) 安全・品質本部長は、社長が行う品質マネジ

（職務）  

第 8 条 各職位は、この規定に基づき定める保

安に関する文書に基づき、保安に関する職務を

遂行する。  

2 前条に定める職位の職務は次のとおりとす

る。  

 

(1)～(4)（略） 

 

(5) 安全・品質本部長は、社長が行う品質マネ

（職務）  

第７条 各職位は、この規定に基づき定める保安

に関する文書に基づき、保安に関する職務を遂

行する。  

２ 前条に定める職位の職務は次のとおりとす

る。  

 

(1)～(4)（略） 

 

(5) 安全・品質本部長は、社長が行う品質マネジ
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再処理施設 廃棄物管理施設 加工施設（濃縮） 廃棄物埋設施設 MOX燃料加工施設 

ジメントシステムに係る業務の補佐（事業部長

及び調達室長が行う品質マネジメントシステム

に係る活動が適切に実施されることへの支援を

含む。）、品質・保安会議の運営に係る業務及び再

処理の事業に係る役員等への安全に係る教育を

行うとともに、所管する業務に関し、管理責任者

として必要な業務を行う。 

 

(6) 安全・品質本部副本部長は、前号に定める安

全・品質本部長の所管する業務を補佐する。 

ジメントシステムに係る業務の補佐（事業部長

及び調達室長が行う品質マネジメントシステム

に係る活動が適切に実施されることへの支援を

含む。）、品質・保安会議の運営に係る業務及び廃

棄物管理の事業に係る役員等への安全に係る教

育を行うとともに、所管する業務に関し、管理責

任者として必要な業務を行う。 

 

(6) 安全・品質本部副本部長は、前号に定める安

全・品質本部長の所管する業務を補佐する。 

メントシステムに係る業務の補佐（事業部長及び

調達室長が行う品質マネジメントシステムに係る

活動が適切に実施されることへの支援を含む。）、

品質・保安会議の運営に係る業務及び加工の事業

に係る役員等への安全に係る教育を行うととも

に、所管する業務に関し、管理責任者として必要

な業務を行う。 

 

(6) 安全・品質本部副本部長は、前号に定める安

全・品質本部長の所管する業務を補佐する。 

ジメントシステムに係る業務の補佐（事業部長

及び調達室長が行う品質マネジメントシステ

ムに係る活動が適切に実施されることへの支

援を含む。）、品質・保安会議の運営に係る業務

及び廃棄物埋設の事業に係る役員等への安全

に係る教育を行うとともに、所管する業務に関

し、管理責任者として必要な業務を行う。 

 

(6) 安全・品質本部副本部長は、前号に定める

安全・品質本部長の所管する業務を補佐する。 

メントシステムに係る業務の補佐（事業部長及

び調達室長が行う品質マネジメントシステムに

係る活動が適切に実施されることへの支援を含

む。）、品質・保安会議の運営に係る業務及び加工

の事業に係る役員等への安全に係る教育を行う

とともに、所管する業務に関し、管理責任者とし

て必要な業務を行う。 

 

(6) 安全・品質本部副本部長は、前号に定める安

全・品質本部長の所管する業務を補佐する。 

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

第20条 品質・保安会議は、次の各号に定める事

項について、保安に係る基本方針を全社的観点

から審議する。 

 

（1）～（3）（略） 

 

（4）第 17 条に基づく再処理の事業に係る役員

等への安全に係る教育の実施計画 

（5）第 79 条に基づく再処理施設の経年劣化に

関する技術的な評価の結果及びこれに基づく長

期施設管理方針 

（6）第124条に基づく定期的な評価の結果 

 

 

２ 品質・保安会議は、安全・品質本部長を議長

とし、安全・品質本部副本部長、事業部長、再処

理計画部長、核燃料取扱主任者のほか、社長が選

任した委員をもって構成する。 

 

３ 第1項の審議に係る品質・保安会議の運営は、

次の各号によるものとする。 

（1）会議は、安全・品質本部副本部長、事業

部長、再処理計画部長、核燃料取扱主任者を含

む過半数の委員の出席をもって成立とする。 

ただし、委員が出席できない場合は、委員が

指名した代理者（核燃料取扱主任者においては

代行者）を出席させることができる。 

 

（2）（略） 

 

（3）会議の審議事項であって緊急に処理する必

要があり、かつ、会議の開催が困難な場合は、安

全・品質本部副本部長、事業部長、再処理計画部

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

第９条 品質・保安会議は、次の各号に定める事

項について、保安に係る基本方針を全社的観点

から審議する。 

 

（1）～（3）（略） 

 

（4）第５条に基づく廃棄物管理の事業に係る役

員等への安全に係る教育の実施計画 

（5）第 28 条に基づく廃棄物管理施設の経年劣

化に関する技術的な評価の結果及びこれに基づ

く長期施設管理方針 

（6）第59条に基づく定期的な評価の結果 

 

 

２ 品質・保安会議は、安全・品質本部長を議長

とし、安全・品質本部副本部長、事業部長、再処

理計画部長、廃棄物取扱主任者のほか社長が選

任した委員をもって構成する。 

 

３ 第1項の審議に係る品質・保安会議の運営は、

次の各号によるものとする。 

（1）会議は、安全・品質本部副本部長、事業

部長、再処理計画部長、廃棄物料取扱主任者を

含む過半数の委員の出席をもって成立とする。 

ただし、委員が出席できない場合は、委員が指

名した代理者（廃棄物取扱主任者においては代

行者）を出席させることができる。 

 

（2）（略） 

 

（3）会議の審議事項であって緊急に処理する必

要があり、かつ、会議の開催が困難な場合は、安

全・品質本部副本部長、事業部長、再処理計画部

（品質・保安会議の審議事項、構成等） 

第11条 品質・保安会議は、次の各号に定める事

項について、保安に係る基本方針を全社的観点か

ら審議する。 

 

（1）～（3）（略） 

 

（4）第８条に基づく加工の事業に係る役員等への

安全に係る教育の実施計画 

（5）第41条に基づく加工施設の経年劣化に関す

る技術的な評価の結果及びこれに基づく長期施設

管理方針 

（6）第89条に基づく加工施設の定期的な評価の

結果 

 

２ 品質・保安会議は、安全・品質本部長を議長と

し、安全・品質本部副本部長、事業部長、濃縮安

全・品質部長、核燃料取扱主任者のほか、社長が

選任する委員をもって構成する。 

 

３ 第1項の審議に係る品質・保安会議の運営は、

次の各号によるものとする。 

（1）会議は、安全・品質本部副本部長、事業部

長、濃縮安全・品質部長、核燃料取扱主任者を含

む過半数の委員の出席をもって成立とする。 

ただし、委員が出席できない場合は、委員が指

名した代理者（核燃料取扱主任者においては代行

者）を出席させることができる。 

 

（2）（略） 

 

（3）会議の審議事項であって緊急に処理する必要

があり、かつ、会議の開催が困難な場合は、安全・

品質本部副本部長、事業部長、濃縮安全・品質部

（品質・保安会議の審議事項、構成等）  

第11条 品質・保安会議は、次の各号に定める

事項について、保安に係る基本方針を全社的観

点から審議する。 

  

（1）～（3）（略） 

 

（4）第 8 条に基づく廃棄物埋設の事業に係る

役員等への安全に係る教育の実施計画 

（5）第65条に基づく定期的な評価等 

 

 

 

 

 

2 品質・保安会議は、安全・品質本部長を議長

とし、安全・品質本部副本部長、事業部長、埋

設計画部長、廃棄物取扱主任者のほか、社長が

選任した委員をもって構成する。 

 

3 第 1 項の審議に係る品質・保安会議の運営

は、次の各号によるものとする。 

（1）会議は、安全・品質本部副本部長、事業

部長、埋設計画部長、廃棄物取扱主任者を含

む過半数の委員の出席をもって成立とする。 

ただし、委員が出席できない場合は、委員が

指名した代理者（廃棄物取扱主任者においては

代行者）を出席させることができる。 

 

（2）（略） 

 

（3）会議の審議事項であって緊急に処理する

必要があり、かつ、会議の開催が困難な場合は、

安全・品質本部副本部長、事業部長、埋設計画

（品質・保安会議の審議事項、構成等）  

第10条 品質・保安会議は、次の各号に定める事

項について、保安に係る基本方針を全社的観点

から審議する。 

  

（1）～（3）（略） 

 

（4）第７条に基づく加工の事業に係る役員等へ

の安全に係る教育の実施計画 

 

 

 

 

 

 

２ 品質・保安会議は、安全・品質本部長を議長

とし、安全・品質本部副本部長、事業部長、燃料

製造建設所長、核燃料取扱主任者のほか、社長が

選任した委員をもって構成する。 

 

３ 第1項の審議に係る品質・保安会議の運営は、

次の各号によるものとする。 

（1）会議は、安全・品質本部副本部長、事業

部長、燃料製造建設所長、核燃料取扱主任者を

含む過半数の委員の出席をもって成立とする。 

ただし、委員が出席できない場合は、委員が指

名した代理者（核燃料取扱主任者においては代

行者）を出席させることができる。 

 

（2）（略） 

 

（3）会議の審議事項であって緊急に処理する必

要があり、かつ、会議の開催が困難な場合は、安

全・品質本部副本部長、事業部長、燃料製造建設
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再処理施設 廃棄物管理施設 加工施設（濃縮） 廃棄物埋設施設 MOX燃料加工施設 

長、核燃料取扱主任者を含む過半数の委員の持

ち回りにより会議の審議に替えることができ

る。 

（4）（略） 

 

４ ～ ５（略） 

（削除） 

長、廃棄物取扱主任者を含む過半数の委員の持

ち回りにより会議の審議に替えることができ

る。 

（4）（略） 

 

４ ～ ５（略） 

（削除） 

長、核燃料取扱主任者を含む過半数の委員の持ち

回りにより会議の審議に替えることができる。 

 

（4）（略） 

 

４ ～ ５（略） 

（削除） 

部長、廃棄物取扱主任者を含む過半数の委員の

持ち回りにより会議の審議に替えることがで

きる。 

（4）（略） 

 

4 ～ 5（略） 

（削除） 

所長、核燃料取扱主任者を含む過半数の委員の

持ち回りにより会議の審議に替えることができ

る。 

（4）（略） 

 

４ ～ ５（略） 

（削除） 

附 則 附 則 附 則 附 則 附 則 

１. この規定は、原子力規制委員会の認可後、社

長が指定する日より施行する。 

 

２. 本規定施行の際、第５条（品質マネジメント

システム計画）5.5.2（品質マネジメントシステ

ム管理責任者）、第17条（職務）第２項第５号

の安全・品質本部長に係る規定、同条同項第６号

の安全・品質本部副本部長に係る規定、第20条

（品質・保安会議の審議事項、構成等）及び別図

１（保安に関する組織（第16条関係））のうち

安全・品質本部副本部長に係る規定につ

いては、品質・保安会議に係る事項の変更が可能

となった日以降、社長が指定する日より適用し、

それまでの間は従前の例による。 

 

３ （略） 

１. この規定は、原子力規制委員会の認可後、社

長が指定する日より施行する。 

１. この規定は、原子力規制委員会の認可を受け

た日から10日以内に施行する。 

 

２. 本規定施行の際、第６条（品質マネジメント

システム計画）5.5.2（品質マネジメントシステム

管理責任者）、第８条（職務）第２項第５号の安

全・品質本部長に係る規定、同条同項第６号の安

全・品質本部副本部長に係る規定、第11条（品質・

保安会議の審議事項、構成等）及び別図１（保安

に関する組織（第７条関係））のうち安全・品

質本部副本部長に係る規定については、品

質・保安会議に係る事項の変更が可能となった日

以降、社長が指定する日より適用し、それまでの

間は従前の例による。 

 

３ ～ ４（略） 

1.この規定は、原子力規制委員会の認可を

受けた日から 30 日以内に施行する。 

 

2.本規定施行の際、第６条（品質マネジメント

システム計画）5.5.2（品質マネジメントシステ

ム管理責任者）、第8条（職務）第2項第5号

の安全・品質本部長に係る規定、同条同項第 6

号の安全・品質本部副本部長に係る規定、第11

条（品質・保安会議の審議事項、構成等）及び

別図 1（保安に関する組織（第 7 条関係））の

うち安全・品質本部副本部長に係る規

定については、品質・保安会議に係る事項の変

更が可能となった日以降、社長が指定する日よ

り適用し、それまでの間は従前の例による。 

 

 

１. この規定は、原子力規制委員会の認可後、社

長が指定する日より施行する。 
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加工施設（濃縮） 

別図１ 保安に関する組織（第７条関係） 
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廃棄物埋設施設 

別図1 保安に関する組織（第7条関係） 

 

低レベル放射性廃棄物
埋 設 セ ン タ ー 長

開 発 設 計 部 長

品 質 保 証 課 長

安全・品質保証部長

埋 設 運 営 部 長

埋 設 事 業 部 長

評 価 技 術 課 長

保 全 課 長

放 射 線 管 理 課 長

建 設 課 長

別図１ 保安に関する組織 (第７条関係)

監 査 室 長

資 材 部 長調 達 室 長

検 査 課 長

安全・品質本部長 安全・品質本部副本部長

埋 設 計 画 部 長

品質・保安会議

社　　長

安全・品質改革委員会

安 全 管 理 課 長

廃 棄 物 取 扱 主 任 者

埋設施設安全委員会

埋 設 業 務 課 長

運 営 課 長

警 備 課 長

埋 設 建 設 部 長

19 



 
 

MOX燃料加工施設 

別図１ 組織図 

 
 

赤字下線：申請時（2022年４月15日）の変更箇所   
青字下線：今後の保安規定へ反映する箇所   
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（参考） 「品質・保安会議に係る事項の変更」の社内手続きについて 

 
昨年より、社長の意向を踏まえ、安全・品質本部への安全機能の集約を進めており、昨

年６月には、労働安全に係る全社統括機能を事務部門から安全・品質本部に移管している。 

この一環として、議長変更の検討を進めており、本件は保安規定変更認可申請が必要で

あることから、社内の議論を進めた上で、保安規定に基づく安全委員会、品質・保安会議

の審議を経て、保安規定変更認可申請に係る社長決裁を受けた。    

その過程において、社長への報告と指示を受け進めてきたところであり、議長変更に関

する社内の合意形成はできている状況にある。 

今回の変更は、議長を副社長（安全担当）から安全・品質本部長へ変更するものであり、

社内手続き（安全担当の職務に関する通達の見直し）で実施可能である。当該社内手続き

は、附則の「社長が指定する日」とは別に行い、保安規定の「社長が指定する日」にあわ

せて実施する。 

 

年 月 日 社内手続き 

～2022 年３月頃 社長及び副社長を含めた社内議論 

2022年３月 14日 社長、事業部長等が出席する社内会議 

2022年３月 29日～４月６日 各施設の安全委員会 

2022年４月８日 品質・保安会議 

2022年４月 12日 品質・保安会議の結果を社長に報告 

申請書（案）の社長決裁（稟議決裁） 

2022年４月 15日 保安規定変更認可申請 

 

以上 

 


